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インドネシアにおける発電計画と再生可能エネルギー電源の開発目標

インドネシアにおける発電計画と再生可能エネルギー電源の開発目標

出所：経済産業省

国産資源である石炭、水力、地熱を中心に発電量を増やしていく計画であり、2025年時点の
再エネ比率目標として23%が掲げられている。太陽光の導入計画は2030年まで9.3GW
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石炭 140.8 164.2 30.0 201.0 221.4 247.9 270.2 293.3 295.5 265.6
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インドネシア国内における地域別電力需要の状況

電力の供給の状況や見通し

出所：経済産業省

電力需要は、ジャワ・バリとスマトラが電力需要の中心である
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• インドネシア全土で、約13,000の
島が点在する

• 東部島嶼地域人口は約1億人（全
人口の約4割程度）

• 東部島嶼地域における系統カ
バー率は、10%程度と極めて低い

• •主電源はディーゼル
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インドネシア国内における地域別電力需要の状況

電力の供給の状況や見通し

出所：経済産業省

国土全域に渡り、巨大な太陽光開発ポテンシャル（532.6GW）が潜在しているが、スマトラ、カリ
マンタン、ジャワ・バリは特に太陽光発電が有望な地域である

【基本概況】
• 政府発表の開発ポテンシャルは532.6GWあり、有望地域はカリマンタン、マルク・パプア地域、スマトラ地域
• 日射量範囲は、4～6.9kWh/m2（平均は、4.8 kWh/m2）
• 全天日射量が2,000kWh/m2時間以上と全天日射量（GHI）が高い地域は、東ジャワやヌサテンガラ地域である
【開発状況・目標】
• 「電力供給事業計画（RUPTL）2016-2025」にて、2025年までに6.4GW、2030年までに9.3GWの導入目標が掲げられている
• 目標の配分は、系統接続が7.2GW、オフグリッドが2.1GW。オフグリッド分は、現在の無電化地域（110万世帯）を対象にしている
• 2016年末時点では、80MWのみの導入である
• 太陽光は、系統整備がなされていない東部島嶼地域に於いて、蓄電池とのパッケージで普及が期待されている
• 2030年までに住居や商業施設を対象にした屋根設置型パネル発電も開発項目の一つに記載されているが、具体的な導入目標数値はない

スマトラ島
137.1GW

カリマンタン島
149GW

スラウェシ島
66.8GW

ジャワ・バリ島
38.7GW

ヌサテンガラ諸島

マルク・パプア州
140GW
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インドネシアの太陽光発電ポテンシャルと開発状況

インドネシアの太陽光発電ポテンシャルと開発状況

出所：炭素市場エクスプレス事務局／（一社）海外環境協力センター

インドネシアは太陽光発電のポテンシャルの大きさにも関わらず、太陽光発電の総導入量は
数百MW程度であり、開発が進んでいない

※インドネシアにおける地域別太陽光発電開発ポテンシャル（単位：MW）

• インドネシアにおける国家エネルギー総合計画（RUEN ,2017 ）では、
国全体での太陽光発電の開発ポテンシャルを207,898MW と推計し

ており、これは再エネ全体の導入ポテンシャルの約半分を占めてい
る

• インドネシアではエネルギー・電力分野の上位政策である国家エネ
ルギー政策（KEN,2014）において、エネルギーミックスにおける再生

可能エネルギー及び新エネルギー（水素、原子力等を含む）の割合
の目標値を、2025 年に 23%、2050 年に 31%と定めており、KEN

に基づく具体的なエネルギー施策を定める国家エネルギー総合計
画（RUEN）及び国家電力総合計画（RUKN）では、同目標値を達成
するための太陽光発電の必要導入量を 2025 年までに 6,500MW、
2050 年までに 45,000MW と試算している

• インドネシアは多くの島から成る島嶼国であるという地理的な特性か
ら、国全体を網羅する大規模な電源・送電システムを導入するので
はなく、各地域での地産地消を目的とした小規模のオフグリッド電
源・送電システムが好まれる

• 日本のように石炭火力発電所などから各家庭へ送電する集中型シ
ステムよりも、各家庭やその周辺地域で太陽光発電を行いその特定
地域のみで消費する分散型システムの方が地理的制約に合致して
いる

• このような理由から、インドネシアでは太陽光発電のポテンシャルに
も関わらず、他国と比較しても開発が進んでいない状況である

❑ インドネシアにおける太陽光発電の開発状況について、国営電力会
社（PLN）の発表によれば、2019 年 11 月時点での太陽光発電の
総導入容量は 152MW であり、その内訳は、地上設置型：約
137MW／屋根置き型：約16MW、オングリッド：90MW／オフグリッ
ド：62MW となっている

❑ 現在、同国最大の太陽光発電は 2019 年 9 月に北スラウェシ・ミナ
ハサ県に設置された地上置き太陽光発電所（15 MW）である。また
現在、西ジャワ州のシラタダムでは、東南アジアで最大規模の水上
太陽光発電所（145MW）の建設が検討されている（2020 年 4 月現
在、事業の遅延が報道されている）

❑ インドネシア政府は、KEN や RUKN 等の目標達成に向けて、導入
促進のための施策の導入・改善等も積極的に進めている

sample
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太陽光発電の促進に関するインドネシアの政策動向

インドネシアにおける太陽光発電の優遇制度

出所：炭素市場エクスプレス事務局／（一社）海外環境協力センター

2017年に入札制度が導入。2020年3月まで売電契約期間20年後にPLNに事業譲渡をする仕
組み、買取価格の上限設定の低さから、収益性に問題があり、バンカビリティを低減

インドネシア政府

• インドネシア国内の唯一の系統電力のオフテーカーである PLN（ インドネシア国営電力公社） は、法令に
より 2006 年より容量 10MW 以下の再エネの全量買取が義務付けられ、2016 年には太陽光発電を対
象とした FIT 制度が開始されたが、買取が進まない状況を受け、その後 2017 年より入札制度が導入さ
れた

• 同入札制度では BOOT（Build Own Operate Transfer）方式が採用され、独立発電事業者（IPP）は電力
購入契約（PPA）の契約期間（20 年）が終了した時点で PLN へ事業を譲渡する仕組みとなっている。加
えて、買取価格の上限価格が低く設定されていることから、投資回収が長期化する傾向があり、インドネ
シアにおける再エネ事業全般のバンカビリティを低減させる要因となってきた

• その後、頻繁に調達制度の改善が行われ、2020 年 3 月発表のエネルギー鉱物資源省令 No.4/2020 で
は、容量 10MW 以下の再エネ事業について、従来の BOOT 制度を廃止し BOO 制度に移行することが
決定し、PPA の契約期間が終了した後の設備の PLN への譲渡は不要となった

• また、同大臣令により、PLN による調達方式が「Direct selection（直接選定）」から「Direct appointment

（直接指名）」に変更され、入札プロセスを経ずに PLN が特定の電力供給事業者を指定することが可能と
なり、今後の事業開発が活性化することが期待される。

【売電価格の決定方法】
BPP<全国平均発電コスト
→PLN と価格交渉可能
BPP<全国平均発電コスト
→上限価格＝BPP の 85%

※BPP＝事業地域におけるPLN 発電コスト

【制度改正の経緯】
エネルギー鉱物資源省令
No.50/2017→第 1 回修正
令 No.53/2018→第 2 回
修正令 No.4/2020

インドネシア国営電力公社（PLN）

sample
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太陽光発電の促進に関する施策と規制

インドネシア太陽光発電の施策と規制

出所：炭素市場エクスプレス事務局／（一社）海外環境協力センター

インドネシア政府は屋根置き太陽光発電への投資を奨励する動き

屋根置き太陽光発電に
関する促進施策

ローカルコンテンツ規定
（TKDN）

に係る規制と実施状況

• 2017 年 9 月に MEMR 及びその他機関により住宅、商業施設、公共施設、工業団地での屋根置き太陽光発
電を促進する「One Million Rooftop Solar Initiative (GNSSA)」が発表され、2020 年までに 1GW の導入を
目標に掲げている。これに伴って、2018 年 11月の MEMR 省令 No.49 により、PLN からの電力購入者が屋

根置き太陽光発電を設置する場合の一般的な手続きが規定され、屋根置き太陽光発電所の建設・設置に係
るPLN への申請・承認の要件及び余剰電力を PLN に売電できるネットメータリング制度が導入された。

• しかしながら、GNSSA の目標達成やネットメータリング制度の活用はあまり進んでいないのが現状である。
ネットメータリング制度による買取価格は PLN からの電力購入価格の65%と低く設定されているため、平均
的な投資回収年数は 7～8 年という調査もあり、事業者の参入を阻む要因となっている

• インドネシアでは 2010 年より、電力インフラ（発電機、送電系統、配電網など）を対象として、自国の製品・
サービスの利用を義務付けるローカルコンテンツ規定（TKDN）が導入されている。工業省令 No.5 では、太陽
光発電モジュールの最低現地調達比率を 2017年に 40%、その後、2018 年 1 月に 50%、2019 年 1 月に
60%と引き上げる旨が規定されている

• しかしながら、現状インドネシア国内で製造される太陽光パネル等は海外製品と比較して高価・低品質であり、
国産製品を使用した場合の事業コストは 2～4 割程度高くなるとされている

• そのため、監督省庁であるエネルギー鉱物資源省はステークホルダーからの要望を踏まえて、調達比率を
40%に据え置き、引き上げを保留している。また実際の運用上は、同規定が必ずしも適用されない場合があ
るが、将来的には規制が強化される可能性もあり、規定・運用の変更には常に注意が必要である

• また、本件やその他太陽光発電の促進に関しては、Indonesia Solar Energy Association (AESI)や
Indonesia Solar System Producer Association (APAMSI)などの関連業界団体が活発に取り組んでいる

sample
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インドネシア太陽光発電に関する制度課題①

インドネシア太陽光発電に関する制度課題

出所：経済産業省

インドネシアでは2017年にFIT制度から入札制度に移行したが、現行入札制度では、資金調
達・事業化の難易度は高い

入札制度

他振興策

ファイナンス

• 地域別発電コスト（BPP）において、価格変更のタイミング、価格変更の方法が不明確である。（PLN

によりエネルギー鉱物資源省（MEMR）に提出された前年のコストということになっているが、PLNは
四半期毎に価格を提出しているが、どのように算定されるか不明）

• PPA締結後に、BPPが更新された場合、契約時の価格を使うのか、新規価格を参照するのか不透
明である

• 設定通貨が、インドネシアルピアか米ドルなのか規定がない
• BOTの期間が15-20年であると、投資回収には不十分だろう。（アジア開発銀行（ADB））
• 入札には、プライスエスカレーションにかかる規定がない

• BPP以外の再エネ発電に係る振興策（税制優遇、用地取得支援等）は、現在MEMRにて議論・検討
中である

• MEMRによると、2018年中には制定される見込みである。

• 地場銀行は、水力や地熱にかかる再エネファイナンスにかかる経験は10年程度あるが、太陽光や
風力のほとんどなく、リスク評価の仕方を知らない

• 小型案件に出てくる事業者は、大企業でないことも多く、プロジェクトファイナンスではなく、コーポ
レートファイナンスでの応対になり、親会社がそれなりの規模で与信を持っていないと、ファイナンス
が困難

• 利子率は10%と高い
• 東部島嶼地域における開発では、小型の発電設備しか導入できず、規模の経済が働かない
• 同地域での脆弱なインフラを考えると、輸送費や周辺インフラ投資を考えると、事業費が高くなる

制度課題
留意点

1

2

3

sample



インドネシア太陽光発電に関する市場調査9

インドネシア太陽光発電に関する制度課題②

インドネシア太陽光発電に関する制度課題

出所：経済産業省

現行制度では、細部の規定が決まっていないことも多く、具体的な運用がしにくい箇所が多い
ことが課題視されている

系統接続

用地取得

売電制度

• 系統接続の責任主体に係る規定がない

• 系統の空き状態に応じ、送電線の接続箇所を指定されるため、小規模サイトが複数になり、
事業化時に規模の経済がきかない

• 入札時に系統接続ポイントが指定されるため、入札告知が出ると、地元住民が土地価格を
過剰に吊り上げてくるケースがある

• 事業者が用地取得の責任者であり、手続きが複雑（自然・社会環境の観点より、環境
NGOや現地住民から反対され頓挫した事例あり）

• 高い頻度での制度見直しが発生（省令改定に伴う制度リスク）
• 自国の産業保護・振興及び価格低減化のため、産業機器において一定比率（40%）は、自国製品・
サービス（TKDN）を利用しなくてはならない。（但し、詳細な定義・規定は、定まっていない）（*）

• 商業・工業施設、一般住居が屋根設置型パネルを設置する場合、余剰電力を売電する制度（ネット
メータリング制度）は存在しない

• 但し、余剰電力が出る場合、売電量を翌月以降で繰り越し調整は可能である（ヒアリングより）

制度課題
留意点

4

5

6
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インドネシアの太陽光発電市場における主要なプレーヤー

太陽光発電の主要なプレーヤー

出所：経済産業省

インドネシア国内の太陽光発電市場における主要なプレーヤーは以下の通りである

地場企業

外資系企業

日本企業

案件開発・資金調達 機器供給

PLN

PT Global Karya Mandir

PT Infrastruktur Terbarukan Adhiguna

PT Infrastruktur Terbarukan Cemerlang

PT Arya Watala Capital

PT Infrastruktur Terbarukan Lestari 

PT Len Indonesia （パネル）

PT Adyawinsa Electrical and Power （パネル）

PT Surya Utama Putra （パネル）

PT Swaday Prima Utama （パネル）

PT Azet Surya Lestari （パネル）

PT Wijaya Karya Inatrade Energi （パネル）

エネル （イタリア）

エンジ― （フランス）

エクイスエナジー （シンガポール）

GE （米国）

アクオエナジー （フランス）

マスダール （アラブ首長国連邦）

カナディアンソーラー（カナダ）

多数（中国メーカー等）

伊藤忠/パナソニック
二国間クレジット制度（JCM）を活用し、屋根設置型パネルを展開

シャープ株式会社
JCMの設備補助を活用し、スマトラ島の南スマトラ州パレンバンで太陽光発電施設（1.6MW）を完工（2017年内完工）

株式会社九電工
スンバ島に、太陽光と蓄電池の実証試験を開始（2017年）

京セラ
SGI-Mitabu（豪）にパネル納入（2012年）

sample
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インドネシアにおけるインフラ整備の概況と課題

インフラ整備状況

出所：日本政策投資銀行「インドネシア経済の成長加速を掲げるジョコ大統領の2期目の課題」

インフラ整備が進まない背景に実行プロセスの構造的な問題が指摘されている

• ジョコ政権が当初から掲げる課題に、インフラの整備がある。インフラの項目別の評価を比較するために、世界経済フォーラムの競争力ランキングに
ついてみると、インドネシアは、フィリピンなどと同様に、インフラの順位が総合順位を大きく下回っており、競争力の向上を阻む要因となっている。とり
わけ、渋滞が常態化している道路の整備不足や、低い電化率などが競争力強化の足かせになっているとみられる

• ジョコ政権の、直近のインフラ整備実績として、ジャカルタの大量高速鉄道（MRT）の開業や、軽量高架鉄道

• （LRT）の工事進展、西ジャワ州の海上での大型国際港の整備などが挙げられる。ただし、MRTは開業6年前の前政権以来の事業である上、未だ全
線開通には至っていない。その他、ジャカルタ・バンドン間の高速鉄道建設など、完成時期がみえないものも多くあり、プロジェクトの進捗ペースは緩慢
である

• インドネシアのインフラ整備が進みづらい要因は、プロジェクトの準備段階から実行段階にわたって存在している。Hill & Negara（2019）では、工事開
始の前段階での問題点を指摘する。土地収用にあたり、補償金が不足しているうえ、ルールが整備されておらず、交渉が長期化しがちなこと、国や州
など各レベルの自治体間などでの利害調整が難しいことや、事業文書が未整備で投資家からの資金流入を阻害していること、そして必要な資金調達
先の不足が挙げられている。また、その他の要因として、現地でのヒアリングでは、プロジェクトを推進する強力なリーダーシップの不在を指摘する声も
少なからず聞かれた

• 国家開発計画省（BAPPENAS）の試算によれば、2015～19年の間に必要なインフラ投資額は3,560億㌦となっているが、うち政府予算がカバーして
いるのは41.3％であり、残り22.2％は国有企業、36.5％は民間からの補填が前提となっている。ジョコ大統領はインフラ整備の推進に、PPPなど民間
資金を積極的に活用する方針を掲げており、件数・投資金額共に活用事例は増加傾向にある。しかし、これらが仮に全額PPP で賄われていたと仮定
しても、民間資金の規模は必要水準には及んでいない

• 土地収用問題：土地収用にあたり必要な補償金の不足やルールの未整備により、交渉が長期化する傾向
• 利害調整：国や州・県といった地方政府、そして周辺住民などが絡むため、利害調整が進みにくい
• 事業文書の未整備：国際標準に合った事業文書は作成されず、事業性評価などに必要な情報提供が不足し、民間や海外投資家からの資金流入の妨げに
• 資金調達：民間の資金供与能力が不十分であるうえ、政府からの資金も低水準にとどまっている。政府は民間資金活用としてPPPを推進するが、組成に
は時間を要し、実際の活用は進みにくい

• プロジェクト推進力欠如：大統領、国家開発計画省や財務省などの各政府機関が水平的な関係にあり、プロジェクトが実行に移ってからのリーダーシップが
欠如

インフラ整備が進まない理由

sample
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その他のインフラ（電力インフラ）

インフラ整備状況

出所：国際協力銀行（JBIC）「インドネシアの投資環境／2019年12月」

インドネシアの電力生産エネルギー別割合を見ると、、国内で産出される石炭と天然ガスへの
依存度が高い

電
力
イ
ン
フ
ラ

電力概要

• インドネシアでは、国営のインドネシア電力公社（Perusahaan Listrik Negara：PLN）が発電と送電事業を行っている。うち、送電事業
は PLN が独占しているが、発電事業に関しては民間事業者（IPP: Independent Power Producer）の参入が認められている。PLN
の発表データでは、2018 年の総発電力 2,671 億 kWh のうち、IPP 等の寄与分は 784 億 kWh で、全体の約 3 割を占める。

• インドネシアの電力生産のエネルギー源別割合を見ると、国内で産出される石炭と天然ガスへの依存度が高いことが分かる。今後
期待される電源は、火山国の特性を活かした地熱発電である。インドネシアは米国や日本に並び世界最大級の地熱資源を有して
いる。地熱発電は日本企業にとっても有望な分野であり、単体としては世界最大級（330MW）のサルーラ地熱発電所プロジェクトが、
伊藤忠商事、九州電力、国際石油開発帝石（関連企業）の主導で進められ、2018 年 5 月に商業運転が開始した

需給状況

• インドネシアでは近年の人口の増加と経済規模の拡大に伴い、電力需要が増加している。金融危機の影響があった 2009 年こそ需要の伸びが若干鈍っ
たものの、同年から 2018 年にかけて年率6.4％のペースで需要が増加するなど、実質経済成長率を上回って推移している。通年での供給量は消費量を
1 割以上超過し続けているものの、送配電ロスも 1 割弱発生しており（2018 年は供給量に対して 9.51％のロスが発生）、乾季における水力発電の供給
能力の低下や定期点検での発電所停止などが重なると一時的に需要過多となって停電が起こる可能性もある

• こうした状況を背景に、国営 PLN との間で優先供給契約を結んでいる工業団地もある。これは電力料金をやや高めに設定する代わりに、電力需給逼
迫時に優先供給が行われる契約である。現地ヒアリングでは、現状、契約を締結している工業団地ではジャカルタ市内で電力不足が発生した際でも操
業には支障が生じておらず、電力の優先供給の恩恵は大きいとのことである

• 近年の電力消費の分野別内訳では、工業分野での消費割合が減少しつつあり、商業と家庭分野 での電力消費が徐々に重みを増している。2018 年の
総消費に対する割合は工業が 33％、商業が 19％、公共部門 3％、家庭部門 42％となっている

工業団地
での最近
の電力事
情の実態

• ジャカルタ東部の工業団地周辺では、現地の民間電力業者の存在や PLN との優先供給契約の締結により、最近は特に深刻な電
力不足は報告されていない。但し、時折電圧が不安定になり、電圧の変動幅によっては機械が停止する可能性も残ると聞く。この
ため、電源の安定化装置や非常用電源装置を導入している企業もある

• 電力料金価格は、工業団地内であっても企業と電力会社との個別契約によって決定され、また、業種、契約容量、利用時間帯等
によっても価格が異なる点、留意を要する。JETRO の調査に拠ると、業務用電力の料金は、ジャカルタで 1,036 ルピア/kWh、バタ
ム島で 968 ルピア/kWh となっている（調査時点：2018 年 12 月～2019 年 1 月）。

sample
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その他のインフラ（通信インフラ）

インフラ整備状況

出所：国際協力銀行（JBIC）「インドネシアの投資環境／2019年12月」

インドネシアではインターネットの普及が進んでおり、2017 年時点で、全人口の 2 分の 1 超に
あたる約 1.4 億人の利用者がいるとされる

通
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概況

• インドネシアは多くの島に分かれており、国内各地を結ぶ情報通信インフラの整備は不可欠である。アジア通貨危機の際には、インドネシア政府は国内
政治の安定に追われ、周辺諸国に比べ情報化に遅れを取った。その後、政府は、2005 年にそれまでの通信情報担当省を通信情報省（KOMINFO）に再
編し、2006 年には通信政策や情報化の戦略方針を策定する国家 ICT 委員会を設立し、2011 年には省内所掌の再編を行うなど、情報通信分野の開発
に注力してきた

• かつてのインドネシアでは、国営の Telekomunikasi Indonesia（Telkom）が固定電話を、Indosatが国際電話事業を独占していたが、1989 年の法改正以
降の一連の規制緩和により、通信サービスへの民間企業の参入が可能となった。近年では、固定電話の普及を待たずに携帯電話の普及が加速し、携
帯電話を通じてのインターネットの利用者が急増している

携帯電話

• 固定電話の契約数が減少する一方、2017 年時点の移動体通信（携帯電話）加入者数は 4 億 5,892万人に上った。1 人あたりの契約数は約 1.74 台とな
り、ほぼ全ての人々に普及した状況である。特に固定電話の普及率が低いスラウェシやパプア等の地方部では、携帯電話は主要通信手段となっている。

• 2014 年 12 月から 4G（第 4 世代）規格での高速通信サービスが開始され、ジャカルタ首都圏、スラバヤ、メダン、デンパサールといった主要都市部から
順次サービス範囲が広がっている。大手携帯電話会社としては、Telkom 系の Telkomsel、XL-Axiata、Indosat Ooredoo の上位 3 社で契約件数の約 9
割を占めている。インドネシアでは、従来から SIM フリー端末でプリペイド SIM カードを利用する形態が主流となっているが、スマートフォンの普及に伴
いデータ通信とセットでのパッケージプランも提供されている

インター
ネット

• インドネシアではインターネットの普及が進んでおり、2017 年時点で、全人口の 2 分の 1 超にあたる約 1.4 億人の利用者がいるとされる。同国のインターネット利用の特
徴は、スマートフォン・タブレット等のモバイル端末からのアクセスの多さであり、2017 年時点では国民の 44%がモバイル端末から、4％が PC から、39％が両方からアクセ
スしている（13％はアクセスなし）

• モバイル端末の普及前は、街中に点在した Warnet と呼ばれるインターネットカフェが、インターネットの普及を後押しした。ブロードバンド加入者数は、2014 年の約 340 万
人から 2017 年の約 980 万人へと、事業者のサービス競争激化に伴って急激に増加している。近年は、高速インターネットや無線 LAN が利用できるホテルやオフィス等も
増えている。インターネット接続サービス関連免許は 250 社ほどが取得しているが、実際にサービスを提供しているのは 130 社程度とみられている

• 主要な工業団地では既に光ケーブルが敷設されて高速インターネット環境が整っており、複数のインターネット・サービス・プロバイダー（ISP）を自由に選択できる。国内の
主要な ISP としては、Telkom、Indosat、BiZNET 等があり、様々な回線速度およびそれに応じた価格のプランが提供されている。例えば Telkom が提供する「Dual Play
package 1」では、月額 38 万ルピアで 20Mbpsの高速インターネットと 300 分の無料通話を、月額 52.5 ルピアで 30Mbps の高速インターネットと 300 分の無料通話を利用
することができる（2019 年 10 月時点）

• しかし、日系企業の場合のように国際通信、特に日本との通信が主となる場合、契約するプロバイダが国際回線を独自に持っているかがデータ転送速度を決定的に左右
する。これに関しては、既に NTT が日系の ISP としてインドネシアに進出済みであり、日本向けの高速通信回線の保有を強みとしてサービスを展開中である。尚、インドネ
シアでは国内全土の高速通信網を整備する「パラパ・リング」プロジェクトを推進しており、西部・中部・東部の各 3 地域において、光ファイバーケーブルによる通信網が完
成した。政府は今後、各地域の「パラパ・リング」を結ぶ光ファイバーケーブルを新設して、全地域の国民が高速通信網にアクセスできるようにする計画である。

sample
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インドネシアの土地に関する権利の概要

土地の取得について

出所：EY

外資系企業による余地の所有は認められていないが、権利付与の恩恵を受けることができる

❑ 使用権
• 国有地に対して付与される借地権
• （25年+20年/または無期限）:  所有権に対

して付与された場合は最長25年
• インドネシア国籍保有者/インドネシア法人、

インドネシアに居住する外国人、インドネ
シアで登記された外国との合弁企業や外
資系企業、外国法人の駐在員事務所

❑運用権
• 国有地を対象に期限を定めず
付与される

• 国営企業/政府機関のみ
• 建設権や使用権として譲渡でき
る

❑建設権
• 借地権（30年 + 20 年）
• インドネシア国籍保有者/インド
ネシア法人、イ ンドネシアで登
記された外国との合弁企業や
外資系企業

❑所有権
• 自由保有権
• インドネシア国籍保有者と政府
が指定した特定の法人にのみ
認められる

❑ 賃借権
• 非公式
• インドネシア国籍保有者/インドネシア法人、

イン ドネシアに居住する外国人、インドネ
シアで登記された外国との合弁企業や外
資系企業、外国法人の駐在員事務所

❑ 事業権
• 国有地に対して付与される借地権（35年 +

25年）
• 農業・水産および畜産業が対象
• インドネシア国籍保有者/インドネシア法人、

インドネシアで登記された外国との合弁企
業や外資系企業

土地

• インドネシアでは、外国人個人による土地の所有は認められていない
• また、現在のインドネシアの法律の下で登記された外資系企業や外

国との合弁企業にはインドネシアにおける土地の所有は認められて
いない

• いわゆる外資系企業は、建設権、使用権、賃借権、事業権の恩恵を
受けることができる。建設権の保有は建物が建てられている土地の所
有と同等とみなされる場合もある

• 現在のインドネシアの法律の下で、登記されていない外国法人に認め
られているのは使用権と賃借権のみ

sample
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令和元年分の相続税の申告状況

インドネシアにおける地域間格差

出所：世界銀行、アジア経済研究所

経済発展に伴い、都市・農村部での地域間格差が深刻化しており、特に東部地域の貧困率が
高い状況

• インドネシアは、経済成長が続く一方で格差が拡大している。世界銀行は、同国の総人口２億５０００万のおよそ８割に
相当する約２億人が貧困ラインの月収約３３万８０００ルピア（約２８７０円）の下層に位置し、上位１０％にあたる富裕層
との格差が「東アジア最速」の勢いで拡大しつつあると報告した。現地紙ジャカルタ・ポストなどが報じた

• 世銀は、インドネシアにおける過去１０年の経済成長の恩恵が所得上位２０％に集中し、残りの８０％が取り残された
状態だと指摘。格差拡大の要因が「機会の不平等」「仕事の不平等」「富の集中」「貧困層の疲弊」にあると分析した

• また、都市と地方の成長格差も拡大しており、首都ジャカルタで衛生施設を利用できない環境にある子供の割合は６％
だが、東部パプア州の一部では９８％に達した。世銀は、こうした環境の差が都市と地方の栄養状態や教育の格差にも
つながっていると指摘した

• 都市における貧困層人口シェアが比較的小さい地域は，北スマトラ，西スマトラ，リアウのスマトラ島中部の州，ジャカル
タ，バリ，カリマンタン島の 4 州である。そのうち特に低いのはジャカルタであり，その他にリアウ，バンテン，バリ，中部

カリマンタン，南カリマンタン，東カリマンタン，中部スラヴェシーを除くスラヴェシー，パプアの都市部で，貧困層人口割
合が 10%未満である。逆に，貧困層人口シェアが高いのはスマトラ島最北端のアチェ，スマトラ島南部の南スマトラ，ブ

ンクル，およびランポン，ジャワ島の中部ジャワ，およびバリ島より東に位置するの州に集中する。都市で貧困層人口
シェアが特に高い地域は南スマトラ，ブンクル，ランポン，ヌサトゥンガラであり，いずれも 20％を超える。

• 農村で貧困層人口シェアが特に小さいのはバリである。バリは国際的な観光地であり，観光業での労働力需要が大き
いためであると考えられる。観光業での労働力需要が大きいため，農家の世帯主や配偶者の多くは在宅通勤による兼
業を行い，大きな農外所得を得ていた。そのため，田植えや米の収穫作業は東ジャワから出稼ぎ労働者を雇用し，自家
労働力をほとんど使用しない農業経営を行っていた。このように多くの農家が農業所得と兼業による農外所得を得てい
るため，貧困層人口シェアが他地域に比べて著しく小さくなったものと考えられる。次いで低いのは南カリマンタン，西ス
マトラ，ジャンビおよびバンカブリトゥンとなっている

• 逆に農村貧困層人口シェアが 20％を超える地域の多くは，バリ島より東に位置する。そのうち最も高い地域はマルクと
パプアで，40％を超える。これら以外に 20%を越える地域（州）を見ると，スマトラ島の南スマトラ，ブンクル，ランポン，

ジャワ島の中部ジャワ，ジョクジャカルタ，東ジャワ，ヌサトゥンガラ諸島の東および西ヌサトゥンガラ，スラヴェシー島の
中部スラヴェシー，東南スラヴェシー，ゴンタロである。これらのうちジャワ島の中部ジャワ，ジョクジャカルタ，および東
ジャワは貧困層人口シェアが高く，各州の人口規模が大きいため，特に重要な意味を持つ

インドネシアの地域間格
差に関する報告
「世界銀行」

「アジア経済研究所」

sample
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